
平成26年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成26年5月8日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 日東工器株式会社 上場取引所 東
コード番号 6151 URL http://www.nitto-kohki.co.jp
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 小武 尚之
問合せ先責任者 （役職名） 取締役経営企画統轄 （氏名） 西田 豊 TEL 03-3755-1111
定時株主総会開催予定日 平成26年6月18日 配当支払開始予定日 平成26年6月19日
有価証券報告書提出予定日 平成26年6月19日
決算補足説明資料作成の有無 ： 有
決算説明会開催の有無 ： 有 (アナリスト向け)

1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 27,145 7.4 4,147 26.3 4,226 19.9 2,371 △16.2
25年3月期 25,281 2.4 3,284 △14.1 3,525 △10.2 2,828 116.6

（注）包括利益 26年3月期 3,613百万円 （1.1％） 25年3月期 3,574百万円 （231.7％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 111.60 ― 5.7 8.8 15.3
25年3月期 133.12 ― 7.3 7.6 13.0

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 ―百万円 25年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 49,713 43,339 86.7 2,027.88
25年3月期 46,516 40,488 86.6 1,896.42

（参考） 自己資本 26年3月期 43,089百万円 25年3月期 40,296百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 3,801 △1,183 △838 13,177
25年3月期 1,081 △1,369 △778 10,926

2. 配当の状況
年間配当金 配当金総額

（合計）
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 16.00 ― 17.00 33.00 701 24.8 1.8
26年3月期 ― 17.00 ― 17.00 34.00 722 30.5 1.7
27年3月期(予想) ― 19.00 ― 19.00 38.00 30.0

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 13,940 6.9 2,220 15.4 2,270 13.3 1,430 23.5 67.30
通期 27,620 1.7 4,210 1.5 4,290 1.5 2,690 13.4 126.60



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 1社 （社名）
NITTO KOHKI INDUSTRY(THAILAND) 
CO.,LTD. 、 除外 2社 （社名）

NITTO KOHKI (THAILAND)CO.,LTD. 、
NITTO KOHKI COUPLING (THAILAND)
CO.,LTD.

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 21,803,295 株 25年3月期 21,803,295 株
② 期末自己株式数 26年3月期 554,918 株 25年3月期 554,782 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 21,248,487 株 25年3月期 21,248,582 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

(2) 個別財政状態 

 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 23,113 5.2 2,338 54.0 3,263 40.9 2,139 31.7
25年3月期 21,969 3.1 1,518 △17.6 2,315 △2.9 1,624 69.0

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

26年3月期 100.70 ―
25年3月期 76.47 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 40,496 35,697 88.2 1,680.03
25年3月期 38,151 34,130 89.5 1,606.26

（参考） 自己資本 26年3月期 35,697百万円 25年3月期 34,130百万円

2. 平成27年 3月期の個別業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査の手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表 
の監査手続きは終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記 
予想値と異なる場合があります。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,040 6.0 1,530 △7.3 990 △9.5 46.59
通期 23,940 3.6 3,200 △1.9 2,160 0.9 101.65
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

当連結会計年度における日本経済は、大幅な円安と株高が急速に進みました。平成25年４月の日銀政策決定会合

で、黒田総裁は「異次元の量的緩和」という大胆な金融政策を発表、つれて富裕層を中心に消費マインドが強まり、

国内シンクタンクは平成26年３月期の企業業績が為替と株価により大幅に改善したと予測しています。 

 海外でも米国経済が内需を中心に予想以上に底堅く推移し、欧州経済も緩やかに景気回復が進んでいます。世界経

済は振幅の大きい新興国から、より安定的な先進国主導の成長パターンに変わり、産業構造の変化により伸び悩んで

きた日本の輸出も、これから拡大に向かうと期待されています。

  このような経営環境の中で、当社グループ事業は年度前半は製造業の設備投資出遅れから、アベノミクスによる景

気好転を実感できませんでした。しかし、年度後半に入って事業環境が全般的に持ち直しました。また、海外市場は

地域や製品により需要のバラツキがあったものの、大幅な円安効果もあって米国、欧州、アジア市場とも堅調な伸び

となりました。 

 こうした内外市場の動向を背景に、当連結会計年度は売上高、営業利益、経常利益とも前期実績を上回り、期初予

想をクリアすることができました。ただ当期純利益に関しては、平成25年3月期にタイ国洪水被害で補填された保険

金を計上した特殊要因があり、前期比でマイナスとなりました。

  当連結会計年度中のトピックスを挙げると、グローバル市場での競争力強化を目指した国内生産子会社・栃木日東

工器の第７工場と倉庫が平成25年末に正式稼動を開始しました。カプラ切削加工ラインを新設工場に集約して、自動

化や生産効率の高い体制を構築することができました。 

また、浸水被害（平成23年）にあったタイ国の生産子会社NITTO KOHKI（THAILAND）CO.,LTD.とNITTO KOHKI 

COUPLING（THAILAND）CO.,LTD.を平成25年４月１日付で統合し、リニアコンプレッサと迅速流体継手を生産する新子

会社NITTO KOHKI INDUSTRY（THAILAND）CO.,LTD.を設立しました。これにより、生産効率をさらに向上させ、コスト

競争力を強化しています。 

当連結会計年度の売上高は271億45百万円となり、前連結会計年度252億81百万円と比較すると7.4%の増収となり

ました。営業利益は41億47百万円となり、同32億84百万円と比較すると26.3%の増益、経常利益は42億26百万円とな

り、同35億25百万円と比較すると19.9%の増益、当期純利益は23億71百万円となり、同28億28百万円と比較すると

16.2％の減益となりました。 

当事業のセグメント別の業績は、次のとおりです。

［迅速流体継手事業］

 国内市場は、期前半は半導体向けが低位横ばいを続けるなど全般的に低調でしたが、後半からは自動車向けなど 

需要が好転し堅調に推移しました。海外市場では、米国向けが引き続き好調を持続しましたが、アジア市場は中国が

伸びたものの、ASEAN各国でかなりのバラツキが見られました。その結果、売上高は98億97百万円（前連結会計年度

比4.7%の増収）となりました。売り上げの増加によって、セグメント利益は18億11百万円（同14.0%の増益）となり

ました。

［機械工具事業］

 国内市場は、公共事業や耐震工事関連向けの機械工具と刃物類が前期に引き続いて高い伸びとなり、電動ドライ

バ・デルボは海外向けが増加しました。海外市場では、米国市場が低迷しましたが、欧州やASEAN向けが増加しまし

た。その結果、売上高は105億60百万円（同8.5%の増収）となりました。売り上げの増加によって、セグメント利益

は17億57百万円（同15.6%の増益）となりました。

［リニア駆動ポンプ事業］

 国内市場は、各種産業機器や医療健康機器に組み込むポンプ・コンプレッサが好調を持続しました。海外市場で

は、ASEANでは需要が低迷したものの、円安の効果もあって米州や欧州の売り上げが増加しました。その結果、売上

高は45億42百万円（同14.8%の増収）になりました。利益面では売り上げの増加とタイ国洪水の影響の正常化によっ

て、セグメント利益は４億26百万円（同535.0%の増益）となりました。

［建築機器事業］

  国内市場は、主力の中心吊りオートヒンジが、オフィスビルや公共施設向けに健闘したほか、引き戸用クローザ

もバリアフリーの潮流に乗り善戦しました。海外市場では、小規模ながらも堅調な販売を維持しました。その結果、

売上高は21億44百万円（同0.5%の増収）となりました。コストダウンと経費削減によって、セグメント利益は１億53

百万円（同41.6%の増益）となりました。 

 海外売上高は99億93百万円（前連結会計年度比12.2%の増収）、海外売上高が連結売上高に占める割合は36.8％と

なりました。
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(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の資産残高は、前連結会計年度末に比べて31億96百万円（前連結年度末比6.9%）増加し497億13

百万円となりました。これは主に現金及び預金の増加16億25百万円、建物及び構築物（純額）の増加12億２百万円、

受取手形及び売掛金の増加７億28百万円、建設仮勘定の減少５億55百万円によるものであります。

負債残高は、前連結会計年度末に比べて３億45百万円（前連結会計年度比5.7%）増加し63億73百万円となりまし

た。これは主に、未払法人税等の増加３億71百万円によるものであります。

純資産残高は、前連結会計年度末に比べて28億51百万円（前連結会計年度比7.0%）増加し433億39百万円となりま

した。これは主に利益剰余金の増加16億48百万円、為替換算調整勘定の増加10億26百万円によるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、定期預金の預入による支

出83億16百万円、有形固定資産の取得による支出18億５百万円、法人税等の支払額13億27百万円、配当金の支払額７

億22百万円等による減少があったものの、定期預金の払戻による収入89億40百万円、税金等調整前当期純利益40億69

百万円、減価償却費12億38百万円、保険金の受取額５億89百万円等の増加があったため、前連結会計年度末より22億

50百万円増加し、当連結会計年度末には131億77百万円となりました。

 ＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は、38億１百万円（前連結会計年度比251.6%増）となりまし

た。これは、主に法人税等の支払額13億27百万円、売上債権の増加額５億93百万円、仕入債務の減少額４億23百万円

等による資金の減少があったものの、税金等調整前当期純利益40億69百万円、減価償却費12億38百万円、保険金の受

取額５億89百万円等の資金の増加があったことによるものであります。

 ＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は、11億83百万円（前連結会計年度比13.6％減）となりまし

た。これは、主に定期預金の払戻による収入89億40百万円、有価証券の償還による収入５億円等による資金の増加が

あったものの、定期預金の預入による支出83億16百万円、有形固定資産の取得による支出18億５百万円、有価証券の

取得による支出５億円等による資金の減少があったことによるものであります。

 ＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

当連結会計年度における財務活動の結果使用した資金は、８億38百万円（前連結会計年度比7.7%増）となりまし

た。これは主に配当金の支払い７億22百万円、リース債務の返済による支出１億９百万円等によるものであります。

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。

平成25年３月期 平成26年３月期

自己資本比率（％） 86.6 86.7

時価ベースの自己資本比率（％） 81.4 81.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 

（債務償還年数）
－ －

インタレスト・カバレッジ・レシオ 1,765.1 4,814.9

 上記各指標の算式は以下のとおりであります。

自己資本比率＝自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産 

債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い

 （注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

 （注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算しております。

 （注３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債

（ただし、リース債務をのぞく）を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー

計算書の利息の支払額を使用しております。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社における利益配分の方針は、当社グループ全体の将来の事業展開を見据えた設備投資・新事業分野の開拓等に

必要な資金確保と、近年多発している自然災害等の緊急時にも事業を継続するための内部留保を充実し、併せて株主

の皆様にも安定的な利益還元に努めることを基本方針としております。この基本方針に基づき当社は、連結当期純利

益の30%を目処に配当することとしております。

 平成26年３月期（第58期）の配当は、連結の配当性向30%に基づき１株あたりの期末配当金は17円とさせていただ

く予定です。既に中間配当金として１株あたり17円をお支払しておりますので、年間の配当金は１株あたり34円の予

定です。

 なお、タイ国の洪水による損失と移転価格税制の更正など特殊要因があった平成24年３月期（第56期）の配当は、

これら特殊要因を除いて配当性向を計算し配当をお支払いいたしました。そのため、第57期以降の配当は、タイ国の

洪水に被害に対する保険金収入と移転価格税制に伴う還付金の影響は除いて計算することとしております。 

 平成27年３月期（第59期）の配当は、１株あたり普通配当として中間配当19円、期末配当19円とし、年間配当は38

円を予定しております。

２．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社は、創立以来「開発は企業の保険なり」の社是のもと、事業活動に取り組み、産業界の省力・省人化、作業環

境の改善を通じて社会に貢献することを基本方針に掲げております。この基本方針に基づいて、高機能・高品質・高

信頼性の製品づくりに努め、モノづくり日本を支えるメーカーとして持続可能な成長を続け、企業価値を高めてまい

ります。

(2）目標とする経営指標

 当社は、総資産経常利益率（ＲＯＡ）を経営指標としております。当連結会計年度の連結ＲＯＡは8.8％の実績で

したが、中期的には通期での連結ＲＯＡ15％達成を目指しております。

(3）中長期的な経営戦略

 当社の中長期的な経営戦略は、お客様に喜んでいただける「ホンモノ」のモノづくりによる企業文化を継承し、技

術力世界一、独創的なオンリーワン製品の開発、日東工器ブランドの向上、さらには企業価値の向上を目指すことで

あります。

(4）会社の対処すべき課題

  内閣府の経済見通しによると、政府は平成27年３月期の国内総生産（GDP）の成長率を実質1.4％、名目3.3％と発

表しています。日本経済は４月の消費税増税により４－６月こそ景気の落ち込みが予想されるものの、日銀は「７－

９月期以降は成長軌道に戻る」と見通しています。

 その一方で、設備投資の先行指標となる内閣府の平成26年２月機械受注が前月比8.8％減と、企業が慎重姿勢を崩

していないこと、米国の量的緩和縮小方針と新興国経済への影響、ロシアのクリミア編入や尖閣諸島問題といった地

政学的なリスクなど、懸念事項が存在しています。

このような経済状況の中で、当社グループは以下のような施策を計画しています。

 研究開発面では、中・長期的な視点から必要な経営資源を投入し、当社の得意な分野での研究に取り組み、売上高

に占める新製品比率を高めていきます。既存製品については、ユーザーニーズへの敏速な対応に努めるのと併行し

て、環境や食品分野など新しい用途開発に取り組みます。また海外向け製品開発を強化・拡充し、新興国市場の実情

に適合する製品開発に努めます。

生産面では、長期的な観点に立った設備投資により、業務の効率化や自動化によるコストダウンを追求します。ま

た不断の品質向上に努めて、ブランド力のさらなる強化を期してまいります。

 販売面では、各製品事業における得意とする製品群の販売に注力していきます。国内市場ではユーザーに根差した

活動を加速させ、マーケティングを徹底することにより市場に合った製品の供給に全力を注ぎます。具体的には、キ

ャラバンカー・出前フェアなどを通じて地元密着型の営業を推進、併せてユーザーに的確なソリューションを提供し

て新たな需要を掘り起こします。海外市場では、日本と海外が連携してグローバルな営業活動を展開し、既存販路の

強化・拡大を進めるとともに、成長著しい新興国の販路開拓にも重点的に取り組んでいきます。

(5）その他経営上の重要事項

特筆すべき事項はありません。
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３．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 16,238 17,863 

受取手形及び売掛金 6,164 6,893 

有価証券 2,999 2,999 

商品及び製品 3,332 3,328 

仕掛品 201 280 

原材料及び貯蔵品 1,609 1,650 

繰延税金資産 642 681 

その他 840 366 

貸倒引当金 △3 △13 

流動資産合計 32,024 34,051 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 9,233 10,829 

減価償却累計額 △3,951 △4,345 

建物及び構築物（純額） 5,281 6,484 

機械装置及び運搬具 3,089 3,442 

減価償却累計額 △2,113 △2,304 

機械装置及び運搬具（純額） 976 1,138 

工具、器具及び備品 6,050 6,502 

減価償却累計額 △5,374 △5,733 

工具、器具及び備品（純額） 676 768 

土地 4,127 4,105 

リース資産 652 935 

減価償却累計額 △225 △334 

リース資産（純額） 427 600 

建設仮勘定 635 79 

有形固定資産合計 12,124 13,177 

無形固定資産 

その他 107 116 

無形固定資産合計 107 116 

投資その他の資産 

投資有価証券 1,301 1,519 

長期貸付金 142 133 

繰延税金資産 552 499 

その他 278 232 

貸倒引当金 △15 △15 

投資その他の資産合計 2,259 2,368 

固定資産合計 14,491 15,661 

資産合計 46,516 49,713 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 888 647 

リース債務 102 110 

未払法人税等 504 875 

賞与引当金 537 548 

役員賞与引当金 14 14 

その他 1,145 1,080 

流動負債合計 3,192 3,276 

固定負債 

リース債務 324 488 

退職給付引当金 2,066 - 

退職給付に係る負債 - 2,118 

役員退職慰労引当金 232 265 

資産除去債務 23 11 

その他 188 212 

固定負債合計 2,835 3,096 

負債合計 6,028 6,373 

純資産の部 

株主資本 

資本金 1,850 1,850 

資本剰余金 1,925 1,925 

利益剰余金 38,135 39,784 

自己株式 △916 △916 

株主資本合計 40,995 42,643 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 304 454 

為替換算調整勘定 △1,003 23 

退職給付に係る調整累計額 - △32 

その他の包括利益累計額合計 △698 445 

少数株主持分 192 250 

純資産合計 40,488 43,339 

負債純資産合計 46,516 49,713 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

売上高 25,281 27,145 

売上原価 13,559 14,307 

売上総利益 11,721 12,838 

販売費及び一般管理費 

給料及び手当 2,333 2,538 

賞与引当金繰入額 298 299 

退職給付費用 269 236 

役員退職慰労引当金繰入額 32 33 

販売促進費 634 682 

研究開発費 673 672 

その他 4,195 4,227 

販売費及び一般管理費合計 8,436 8,690 

営業利益 3,284 4,147 

営業外収益 

受取利息 75 59 

受取配当金 32 33 

為替差益 123 － 

家賃収入 41 39 

その他 82 63 

営業外収益合計 355 195 

営業外費用 

売上割引 82 82 

為替差損 － 0 

固定資産除却損 11 26 

その他 21 6 

営業外費用合計 114 117 

経常利益 3,525 4,226 

特別利益 

受取保険金 837 － 

特別利益合計 837 － 

特別損失 

災害による損失 24 － 

減損損失 － 84 

厚生年金基金脱退損失 － 72 

特別損失合計 24 156 

税金等調整前当期純利益 4,338 4,069 

法人税、住民税及び事業税 1,463 1,687 

法人税等調整額 30 △10 

法人税等合計 1,493 1,676 

少数株主損益調整前当期純利益 2,845 2,392 

少数株主利益 16 21 

当期純利益 2,828 2,371 
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（連結包括利益計算書）

（単位：百万円） 

前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 2,845 2,392 

その他の包括利益 

その他有価証券評価差額金 95 150 

為替換算調整勘定 634 1,070 

その他の包括利益合計 729 1,220 

包括利益 3,574 3,613 

（内訳） 

親会社株主に係る包括利益 3,527 3,548 

少数株主に係る包括利益 47 65 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

(単位：百万円) 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,850 1,925 35,987 △916 38,846 

当期変動額 

剰余金の配当 △679 △679 

当期純利益 2,828 2,828 

自己株式の取得 △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

当期変動額合計 － － 2,148 △0 2,148 

当期末残高 1,850 1,925 38,135 △916 40,995 

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘定 
退職給付に係る調

整累計額 
その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 208 △1,607 - △1,398 157 37,605 

当期変動額 

剰余金の配当 △679 

当期純利益 2,828 

自己株式の取得 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

95 603 - 699 34 734 

当期変動額合計 95 603 - 699 34 2,882 

当期末残高 304 △1,003 - △698 192 40,488 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

(単位：百万円) 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,850 1,925 38,135 △916 40,995 

当期変動額 

剰余金の配当 △722 △722 

当期純利益 2,371 2,371 

自己株式の取得 △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

当期変動額合計 - - 1,648 △0 1,648 

当期末残高 1,850 1,925 39,784 △916 42,643 

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 為替換算調整勘定 

退職給付に係る調
整累計額 

その他の包括利
益累計額合計 

当期首残高 304 △1,003 - △698 192 40,488 

当期変動額 

剰余金の配当 △722 

当期純利益 2,371 

自己株式の取得 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

150 1,026 △32 1,144 58 1,202 

当期変動額合計 150 1,026 △32 1,144 58 2,851 

当期末残高 454 23 △32 445 250 43,339 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 4,338 4,069 

減価償却費 1,107 1,238 

長期前払費用償却額 9 23 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 211 △2,079 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 32 33 

賞与引当金の増減額（△は減少） △15 10 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 7 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 2,068 

受取利息及び受取配当金 △107 △92 

受取保険金 △837 - 

為替差損益（△は益） △62 △32 

減損損失 - 84 

売上債権の増減額（△は増加） 10 △593 

たな卸資産の増減額（△は増加） △11 252 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 31 △20 

仕入債務の増減額（△は減少） △1,584 △423 

未払消費税等の増減額（△は減少） △17 19 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △75 △166 

その他の固定負債の増減額（△は減少） 44 23 

その他 14 17 

小計 3,088 4,440 

利息及び配当金の受取額 111 99 

保険金の受取額 318 589 

法人税等の支払額 △2,437 △1,327 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,081 3,801 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △11,948 △8,316 

定期預金の払戻による収入 13,121 8,940 

有価証券の取得による支出 △1,001 △500 

有価証券の償還による収入 501 500 

投資有価証券の取得による支出 △13 △14 

投資有価証券の売却による収入 0 - 

有形固定資産の取得による支出 △2,017 △1,805 

有形固定資産の売却による収入 16 18 

無形固定資産の取得による支出 △24 △50 

長期前払費用の取得による支出 △22 △22 

貸付けによる支出 △3 △21 

貸付金の回収による収入 32 30 

その他 △10 57 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,369 △1,183 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

少数株主への配当金の支払額 △12 △7 

配当金の支払額 △679 △722 

リース債務の返済による支出 △86 △109 

財務活動によるキャッシュ・フロー △778 △838 

現金及び現金同等物に係る換算差額 432 471 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △635 2,250 

現金及び現金同等物の期首残高 11,562 10,926 

現金及び現金同等物の期末残高 10,926 13,177 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針

第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として

計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上しておりま

す。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会

計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しておりま

す。

 この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が2,118百万円計上されるとともに、その他の包括利益

累計額が32百万円減少しております。

なお、1株当たり純資産額は、1.52円減少しております。

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

１. 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。当社は、商品別に

事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品の開発・製造に関する戦略を立案し、事業展開を行っております。

 したがって、当社は、「迅速流体継手事業」、「機械工具事業」、「リニア駆動ポンプ事業」、「建築機器事

業」の４つを報告セグメントとしております。

「迅速流体継手事業」は、主に産業用の流体配管をワンタッチで着脱する継ぎ手の開発・製造・販売をしてお

ります。

「機械工具事業」は、省力化機械工具の開発・製造・販売をしております。

「リニア駆動ポンプ事業」は、主に浄化槽用のブロワ、健康機器・医療機器に組み込む小型の省力化ポンプの

開発・製造・販売をしております。

「建築機器事業」は、主にアームレスのドアクローザの開発・製造・販売をしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報

Ⅰ 前連結会計年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 
合計 迅速流体 

継手 
機械工具 

リニア駆動 
ポンプ 

建築機器 

売上高 

外部顧客への売上高 9,454 9,734 3,958 2,134 25,281 
セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － － － 

計 9,454 9,734 3,958 2,134 25,281 

セグメント利益 1,589 1,519 67 108 3,284 

その他の項目 

減価償却費 338 372 287 118 1,116 

（注）１ セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 ２ セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための対象とはなって

いないため記載しておりません。

 ３ 減価償却費には長期前払費用に係る償却額が含まれております。
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Ⅱ 当連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 
合計 迅速流体 

継手 
機械工具 

リニア駆動 
ポンプ 

建築機器 

売上高 

外部顧客への売上高 9,897 10,560 4,542 2,144 27,145
セグメント間の内部売上高又
は振替高 

－ － － － － 

計 9,897 10,560 4,542 2,144 27,145

セグメント利益 1,811 1,757 426 153 4,147

その他の項目 

減価償却費 356 434 370 101 1,262

（注）１ セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 ２ セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための対象とはなって

いないため記載しておりません。

 ３ 減価償却費には長期前払費用に係る償却額が含まれております。

ｂ．関連情報 

前連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 北米 東南アジア ヨーロッパ その他 合計
16,374 2,030 3,218 2,004 1,654 25,281

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 北米 東南アジア ヨーロッパ その他 合計
10,337 212 1,261 142 171 12,124

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名
㈱山善 3,812 迅速流体継手、機械工具、リニア駆動ポンプ他

当連結会計年度（自平成25年４月１日  至平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 北米 東南アジア ヨーロッパ その他 合計
17,151 2,266 3,743 2,480 1,503 27,145

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 北米 東南アジア ヨーロッパ その他 合計
11,070 247 1,435 170 252 13,177

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名
㈱山善 4,118 迅速流体継手、機械工具、リニア駆動ポンプ他
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ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成25年４月１日  至平成26年３月31日）

 連結損益計算書に計上している減損損失84百万円は、報告セグメントに帰属しない資産に係るものでありま

す。

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 1,896.42円

１株当たり当期純利益  133.12円

１株当たり純資産額 2,027.88円

１株当たり当期純利益  111.60円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（百万円） 2,828 2,371

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,828 2,371

普通株式の期中平均株式数（株） 21,248,582 21,248,487

 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 40,488 43,339

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円）
192 250

（うち少数株主持分） (192) (250)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 40,296 43,089

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
21,248,513 21,248,377

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

４．その他

役員の異動

① 代表取締役の異動

該当事項はありません。

② その他の役員の異動

 ・新任取締役候補

 取締役 石澤 正光（現 執行役員 営業本部長）
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